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一 コロナ
禍は中国に
とって
「危」と
「機」

1-1 コロナ禍の発生をどう見るか
• 昨年初、コロナウイルスが武漢を中心とする湖北省

で急速に蔓延 1月20日以降、武漢は「ロックダウ
ン」（1000万人の隔離） 今は全世界に感染者9000
万人近く、死者190万近くになっている

• 未知のウイルスとの戦いは人類全体の課題、自然と
の関係を問い直すもの コロナの起源はまだ究明さ
れていないが、熱帯に存在するウイルスが何かの媒
体を経由してイタリア、武漢などに広まった可能性
が高い（イギリスの遺伝学者が指摘） WHOもこの
説に同調（インドシナ、南アジアなどを注目）

• 米海軍の感染とベトナム・ダナン寄港との関係
• 中国は初期対応に失敗 その背景
• 東北大の押谷仁教授：「我々でも同じ対応で同じ失

敗をしていただろう」 ダイヤモンド・プリンセス
の迷走 日本は武漢から「医療体制崩壊の防止が最
優先」という教訓を学んだ 東アジア諸国は「学
習」と「修正」に長ける。



・3月23日、李克強首相が「全国でコロナ感染が制圧された」と宣言。4月8日、武漢も封鎖を解除。
・第1四半期のGDPが－6.8％だったが、4月に入って早くもリバンド。5月のGWに約1億人が観光地に
出かけた。第2四半期のGDPは3.2%増。第3四半期は4.9%増。10月のGWには6億人以上が外遊。11月
の対外輸出は2割以上の伸び。

・世銀報告書：2020年の主要国の経済、中国だけがプラス成長。

人民解放軍がわずか10日

間で二つの感染治療専門の
大型野戦病院（火神山医院
1000床・雷神山医院1600床）
を建設し、使用を開始。
全国各地から346チーム、
計4万2000人の医療関係者

が感染中心地の湖北省を支
援

1-2 力強い
復興



1-3 コロナ
対策に見ら
れる中国政
治体制の
「二面性」

• 20年1月27日付「ニューヨークタイムズ」紙記事:

「中国は行動の鈍い巨人のような存在だ。なかなか動こうとしな
いが、一旦動き出したら驚くほどの勢いがある。習近平氏の権
威主義政治体制の二面性を象徴するようなものだ」

「中国の特徴はあらゆる国より速いスピードですべての人間と資
源を動員する力を持っていることだ。その反面、いつも何かを
覆い隠そうとする」

「中国は見た目よりずっと分権的だ。地方の役人は大きな裁量権
をもっており、国は多くの『小さい』ボスからなる連立政権の
ようなものだ。習近平はこれを克服しようと、権力の再結集を
図っている」

• 中国民衆の政府満足度が上昇

シンガポールの二つの世論調査機関（Blackbox Researchと
Toluna）が4月3日から19日まで23の国と地域で行った世論調査の
結果：中国民衆の当局に対する満足度が85％に達し、一番高かっ
た。2位も同じ社会主義体制を取るベトナムで77％だった。台湾
は50％、日本は16％だった（20年5月14日付『聯合早報』）。



1-4 逆風を追い風に変える中国の底力

・「大規模な感染再発しない」仕組みを構築

〇「早い」「大規模」のPCR検査を実施

〇「健康碼」で全国民参加の「防衛体制」

〇新技術を積極的に開発・利用

• 中国のコロナ感染の現状と展望

〇国内はほぼ制御。「輸入型」（人と貨物
の両方）と「変異型」を警戒中。

〇ワクチンの開発は米中二強。中国では昨
年末から医療関係者と出国の留学生に注射、2
月より全国で無料で実施予定。途上国を中心
に中国ワクチンが十数カ国で使用開始



1-5 世界への「医療貢献」に乗り出す

• 20年4月以降、中国が「マスク外交」。200以上の国と地域に、コロナ対策の医療物資（マス
ク、防護服、呼吸器、赤外線体温計、測定試薬など）を支援・輸出。

• 27カ国に30以上の医療専門家チームを派遣。アフリカを中心に56カ国に常駐する医療チー
ムが現地の感染防止活動に参加。

• 習近平主席がWHO年次総会オンライン会議で五つの約束：

①２年以内に２０億ドルの国際援助を実施。

②国連と協力し、全世界のための人道主義支援用緊急倉庫とハブを設立

③３０の中国・アフリカペアリング病院協力メカニズムを創設し、アフリカ疾病対策センター（ＣＤＣ）
本部の建設を加速する。

④中国の新型コロナウイルス感染予防ワクチンは研究開発が完了後、世界の公共材となる。（10
月、WHOのワクチンの公平な配分に関する協力プログラムに参加表明）

⑤Ｇ２０のメンバーと共に最貧国の債務返済猶予に関するイニシアチブを実行する。



1-6 習近平体制と中国政治をどう見るか

• 現時点では途上国で一般に見られる政治体制。イデオロ
ギーを過度に強調すべきではない。民族問題などは「国
民国家」形成の途中段階の現象。

• ロングスパンで見れば、韓国・台湾が歩んだ「開発独裁」
からの脱皮が始まっている。

• 10億人以上の中国国民が衣食足りて礼節（法治、権利意
識など）に芽生えた。SNS微信（WeChatなど）を10億人以
上が利用し発声。コロナの試練による影響が大きい。

• RCEPの加盟、CPTPPへの参加表明は「外圧」を利用して国
内改革促進、「中所得国の罠」を越えることを強く意識。

• 20年代後半に中国の政治と社会は真の試練期が到来。



二 米中関係
の現状と展望

2-1 「最大の危険水域」

中国はこの1月20日の新しい大統領就任ま
でを「米中関係の最大の危険水域」と見なし、
トランプ政権による挑発と揺さぶりを我慢し
つつ最大限に警戒。

理由：

①トランプ氏は勝つために手段を選ばず、失政
の責任（コロナ、経済など）を中国に転嫁し、「制
御可能な衝突」を作り出す可能性すらある。

②「エスタブリッシュメント」（保守支配層）が中
国を最大のライバルと見なし、「中国叩き」にコン
センサスを見出している。

③ポンペオ国務長官ら「少数の右翼政治屋」は、
次期大統領が誰になろうと修復不能な所まで中
国との関係を引き離そうとしている。



2-2 米中対立の構造的原因に関する諸説

• 「トゥキディデスの罠」（修昔底德陷阱）の説
「トゥキディデスの罠（Thucydides Trap）」とは、古代アテネの歴史家、
トゥキディデスにちなむ言葉で、戦争が不可避な状態まで従来の覇権国家
（スパルタ）と新興の国家（アテネ）がぶつかり合う現象を指す。米国の
政治学者グレアム・アリソンによる造語。追い上げるほうは他国からの承
認や敬意を求める「新興国シンドローム」に陥り、既存の優位国は衰退の
懸念から新興国に対し恐怖や不安を抱く「覇権国シンドローム」に陥る、
このジレンマが「トゥキディデスの罠」と言われる。

この「罠」説に関連して、以下の二つの解釈も派生した。



•「6割」説
2018年春以降、3度もの貿易交渉の合意がトランプ政権によって

反故にされた後、中国首脳部が反撃を決定。同8月9日付人民日報
「任平」署名論文はその理由を国民に説明：

〇米国は世界ナンバーワンの覇権を守るために、ナンバー2の追
い上げを絶対許さない行動パターンがあり、「6割法則」と呼ばれ
る。旧ソ連やかつての日本が米国の国力の6割に追い上げた時点で
なりふり構わぬ打撃を受けて蹴り落された。中国はまさに今、そこ
まで差し掛かっていると見る。（2019年の時点で、中国のGDPはド
ルベースで米国の3分の2、購買力平価ベースで米国の120％）

〇中国の体はここまで大きくなったので、「韜光養晦」をするだ
けで逃げられない。「一頭の象が藪の後ろに隠れても隠しきれない
段階に来ている」。だから「新冷戦」を防ぎながら戦う以外にない
と主張。



• 「技術覇権争い」の説

〇ファーウェイの輪番董事長郭平氏が20年8月30日に行った講演：

• 米司法長官ウィリアム・バー氏は、米国の覇権を保証するのは軍事力、米ドル、科学技術の
三つだが、19世紀以来、主要な科学技術分野（５G）で初めて後れを取ったと認めている。

• 米国が5Gの研究開発で誤りを犯し、遅れてしまったため、追いあげるのに時間稼ぎが必要。
だから必死に中国を叩き、中国のテンポを遅らせようとしている。

• 米国は世界中のデータを牛耳り、サイバースペースをその管理・制御下に完全に置くことで
初めて安心する。だからライバルの会社や設備が実際に安全ではないという証拠が見つか
らなくても直接政治化し、汚名を着せることを躊躇しない。

〇トランプ大統領自身も19年4月12日にホワイトハウスで行った演説で、「他のどの国もこの強
力な産業で将来、米国を上回ることを許さない」、「5Gが米国の農業をより生産的にし、製造業
をより競争力のあるものに変える」「米国がこの競争に勝つ」と語った。



2-3米中競
争の展望

• 中国から見るアメリカの次期政権の政策と対策

〇トランプ氏が再任すれば、中国への揺さぶりが続くが、
アメリカの「自壊作用」も加速する

〇バイデン政権になれば、中国が最大の競争相手である
構図は変わらないが、最初の1，2年間、国内のコロナ禍克
服、亀裂修復、経済復興に重点を置かざるを得ない。同盟
重視、人権・民族問題で中国に攻めるが、地球温暖化、経
済秩序の再建、北朝鮮問題などでは協力する。「摩擦する
が制御可能な関係」の見通し。

〇RCEP加盟、EUとの投資協定に込めた中国の思惑

〇香港「国家安全法」の背景も米中の「政治サッカー」

• 米中関係の10年後の予想：三つのシナリオ

A 米国の執拗な揺さぶりに中国が屈す（米側が望む日本
シナリオ）

B 予想外の大事件で「一時休戦」（9･11シナリオ）

C 中国が米に追い付き、G2の世界に（中国が望む方向）

日本のマスコミではアメリカの
「楽勝」説が多いが、東大の丸
川知雄教授は「アメリカに勝ち
目がない」と指摘（『ニューズ
ウィーク』日本版20年9月8日
号）



三 ダブルパンチに日本は
どう向き合うか

3-1 日本の政権交代に関する中国の見方

• 安倍の退陣を「惜しむ」声。首脳外交への評価ととも
に、2012年以降、中国への全面的対抗をやり続けたが、
次第に中国が崩壊しないと認識し、長期的関係を重視
するようになったと中国側が見る。2014年末、歴史問
題、「島」紛争の制御などに関する「4項目合意」が
交わされた

• 菅内閣は内政優先だと判断される。支持基盤が弱いの
で、米中緊張下ではアメリカの圧力に弱く、習近平主
席の訪日は難しくなった。ただ、RCEP、農産物輸出、
五輪などをめぐる協力は前進する見通し。



3-2 尖閣（釣魚島）紛争は「棚上げ」しか出口がない

• 1970年代に「棚上げ」の暗黙の了解があった。

1979年5月31日付読売新聞社説「尖閣問題を紛争のタネにするな」 ：「尖閣諸島の領
有権問題は、1972年の国交正常化の時も、昨年夏の日中平和友好条約の調印の際にも
問題になったが、いわゆる『触れないでおこう』方式で処理されてきた。つまり、日
中双方とも領土主権を主張し、現実に論争が“存在”することを認めながら、この問
題を留保し、将来の解決に待つことで日中政府間の了解がついた」。

• 日中関係の改善に向けた話合い（四項目合意）（2014年11月7日 外務省HP)

第3項 双方は，尖閣諸島等東シナ海の海域において近年緊張状態が生じていること
について異なる見解を有していると認識し，対話と協議を通じて，情勢の悪化を防ぐ
とともに，危機管理メカニズムを構築し，不測の事態の発生を回避することで意見の
一致をみた。

• 王毅外相が11月20日の来日に「正体不明な漁船が原因」と発言した真意。

• 中国が軍事行動を取れない三つの理由。日本の一部が妥協を拒む狙いが疑われる。



3-2 日本
外交へ
四つの提
言

①アメリカが衰退し、中国が台頭するというビッグトレンドを感情抜きに把
握する必要がある（ドルベースではあと10年で逆転、購買力平価ではすでに
米国を上回った）

②AI・ビッグデータの「独裁利用」との見方に流されて、新技術革命の本質
を見誤り、日本自身の取り組みを怠っていないか。中国のIT技術と日本の実
体技術の結合が世界をリードする。

③中国に対する「建設的なアドバイザー」を務める。今の中国は「異質」で
はなく、「脱皮中」と見るべき。このままでは世界のリーダーになれない。
中国が世界で信頼されるプレーヤーになるのに、日本は一番助言できる立場
にある。

④米中両超大国間競争の複数のシナリオに備えて国益優先の未来志向

垂秀夫次期中国大使のHKフェニックスTVインタビュー（20年10月21日）：

• 我々は安定的な両国関係を構築すべきで、外部環境の変化に左右されるべ
きではない。これが菅首相の対中政策だと思う。米国との同盟関係は日本
外交にとって基盤、最も重要な基盤である。それと同時に、日本と中国は
隣国であり、随時に意思疎通ができる関係を作らなければならない。特に
首脳レベルの相互訪問、ハイレベルの対話が必要だ。

• 我々の対中政策はまず米国の国益ではなく、日本自身の国益を優先的に考
える。



「拋磚引玉」
世界の再認識・再思考のご一助に

なれば幸いです。


